
土壌汚染対策法の施行状況及
び主要な課題について

資料４



○ 目的 土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めること等に
より、土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護する。

○ 仕組み

調 査

＜土壌の汚染状態が指定基準に適合しない場合＞

指定調査機関が調査

指定区域の指定

指定区域の管理

汚染の除去が行われた場合には、指定区域の指定を解除（法第５条）

調査・報告

都道府県が指定・公示する（法第５条）とともに、
指定区域台帳に記載して公衆に閲覧（法第６条）

【土地の形質の変更の制限】（法第９条）
・指定区域において土地の形質変更をしようとする者は、都道府県等に届出
・適切でない場合は、都道府県等が計画の変更を命令

・有害物質使用特定施設の使用の廃止時（法第３条）
・土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県等が認めるとき（法第４条）

【汚染の除去等の措置】（法第７条）
都道府県等が土地の所有者等又は汚染原因者に対し、汚染の除去等の措置の実施を命令

※ 汚染原因者が不明等の場合、汚染の除去等の措置を実施する土地の所有者等に対し、
その費用を助成するための基金を設置（法第２２条）

土土 壌壌 汚汚 染染 対対 策策 法法 のの 概概 要要

＜土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると認めるとき＞
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土壌汚染対策法第３条の施行状況について
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※ 件数は、平成19年2月14日現在の数値。
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土壌汚染対策法第３条では、有害物質使用特定施設の廃止時に調査義務が生じるが、その
状況は下の通り。この調査義務については、法第３条第１項ただし書により都道府県知事が
認めれば調査猶予される。（例えば、事業場として引き続き使用する場合。）

・平成１５年２月１５日から平成１９年２月１４日までの法施行４年間



指定区域の状況

指定区域に指定
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年度別の土壌汚染判明事例

43210-----------うち、法適用

4543652742101511301304850372513118--超過事例

130660-------------うち、法適用

838734656289210213209646047444435402622調査事例

1615141312111098765432元年度

環境省 水・大気環境局｢平成１６年度 土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果｣による

※ 法適用以外を含む



土壌汚染対策の実施内容

措置の実施内容（超過事例（16年度））〔複数回答有〕 ＊法適用以外を含む
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環境省 水・大気環境局「平成16年度 土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果」による



指 定 調 査 機 関 に つ い て

過去３ヶ年の指定調査機関における調査実施件数、受注高
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※指定調査機関現況調査結果（１８年１１月１日）による

指定調査機関数の推移



課題１ 土壌汚染の調査、対策の大半が法律の対象外

平成１７年度土壌汚染状況調査・対策に関する実態調査結果 土壌環境センター調べ

受注件数（件） 受注高（億円）

245 11

条例・要綱契機の調査 1,466 35

自主調査 7,333 134

9,044 180

73 187

条例・要綱契機の対策 258 276

自主対策 1,437 981
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項　目

我が国で実施される土壌汚染の調査・対策の多くは、土壌汚染対策法を契機としたものではなく、地方公共団体の条

例・要綱を契機としたものや、土地売買等を契機とした自主的なものと推測される。
(社)土壌環境センター会員企業が受注したものでは、法律を契機とした調査は、件数ベースで約3％、対策は約4％にと

どまっており、法対象外のものが大半である。

法律
3%

自主
81%

条例・要綱
16%

調査 対策

受注件数

法律
4%

自主
81%

条例・要綱
15%



課題２ 汚染土に関する不適正処理事例

■六価クロム汚染残土放置

○事案 平成１８年７月
東京都日の出町の残土置き場の残

土から環境基準を超える六価クロム
が検出。行政の対策要請にもかかわ
らず１年以上放置。現在は、土地売
買当事者とは別の購入者（汚染を承
知済の購入者）による汚染土の処理
が開始されている。

■水銀汚染土不適正処理

○事案 平成１８年１１月
埼玉県の体温計製造工場の敷地か

らの水銀による汚染土が、計画では
不溶化処理後に管理型処分場に運搬
されることとになっていたが、計画とは
異なる千葉県某市で、不溶化処理が
行われていた。

千葉県某市及び埼玉県の指導によ
り、汚染土は発生場所に戻され、その
後、適正に処理された。

■ひ素汚染残土のたい積

○事案 平成１８年１０月
千葉県の一時堆積場所に県

外のマンション建設現場から持
ち込まれた土砂の一部について、
環境基準を超えるひ素が検出。

汚染された土壌が不適正に処理される事例が見られる。

汚染土量
約１５０００㎥

業者の計画では
約２７０㎥を処理
する予定だった。



課題３ 我が国のブラウンフィールド問題

・「土壌汚染の存在、あるいはその懸念から、本来、その土地が有する潜在的な価値より
も著しく低い用途あるいは未利用となった土地」のことをブラウンフィールドと呼ぶ。

・現時点でブラウンフィールドはそれほど顕在化していないが、今後、ブラウンフィールド
問題が社会経済情勢によって深刻化する可能性があり、取組の必要性が求められる。

ブラウンフィールド

経済社会における土壌汚染の取扱い
によって深刻化する可能性がある。

・土地取引の動向
・不動産鑑定評価
・金融の担保評価

・企業会計
・税の取扱い

事業者が土地を抱えたままとなり、土地
の有効利用が図られない。

問題を放置すると多方面へ支障のおそれ
・環境問題

・再開発へ支障
・地域の活力喪失

土壌汚染の可能性の高い土地

「土壌汚染の存在、あるいはその懸念から、本来、その土地が有する潜在的な価値よ
りも著しく低い用途あるいは未利用となった土地」のことをブラウンフィールドと呼ぶ。



その他の諸課題

土壌汚染を起因とする生活環境保全の支障の防止について

サイト毎の汚染状況に応じた合理的かつ適切な調査、対策の促
進方策について

土壌汚染に関する情報の集積・引継ぎについて

信頼性がより確保される指定調査機関のあり方について

土壌汚染対策基金について


